


　

令和元年度　市税概要　について

  本書は、市税を負担いただいている市民の皆さんに、平成30年度の市税
決算状況を基に、市税全体や各税の内容、税の収納状況について御理解い
ただくことを目的に作成しています。
　なお、この市税概要は一般会計の市税について記載しており、特別会計
の国民健康保険税は含めておりません。

【市税概要の見方】

本書は、次の基準により作成しています。

ア 金額の表示は、平成30年度決算額を基本としています。

それ以外については、その内容及び該当年度を明記しています。

イ 数値は、原則として表示単位未満を四捨五入しています。

そのため、合計額・構成比は、各項目の合計と一致しないことが

あります。
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上越市法人市民税の減免に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、上越市市税条例（昭和４６年上越市条例第７７号。以下「条例」とい

う。）第４７条の規定による法人の市民税の減免に関し、法令、条例及び上越市市税条例

施行規則（昭和４６年上越市規則第６６号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

 （減免の基準） 

第２条 条例第４７条第１項に規定する市長において必要があると認めるものは、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める法人（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

１２条の規定により法人とみなされる人格のない社団等を含む。以下同じ。）とする。 

 条例第４７条第１項第４号から第７号までに掲げる法人 収益事業（法人税法（昭和

４０年法律第３４号）第２条第１３号に規定する収益事業をいう。）を行わない法人 

 条例第４７条第１項第９号に掲げる法人 市長が特に減免を必要と認める法人 

（減免の対象となる市民税） 

第３条 減免の対象となる市民税は、条例第４７条第２項の申請書が提出された日（以下

「申請日」という。）の属する年度分の市民税のうち、申請日の翌日から起算して７日を

経過する日以後に納期限が到来する市民税とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、条例第４７条第１項第６号に掲げる法人については、前項に

規定する年度分以後の各年度分の市民税について、条例第４７条第２項の規定による申請

があったものとみなして、減免の対象とする。この場合において、当該法人が前条に規定

する減免の基準を満たさなくなった場合は、直ちに市長に届け出なければならない。 

３ 条例第４７条第２項ただし書に規定する市長が特に必要と認める場合における第１項の

規定の適用については、同項中「条例第４７条第２項の申請書が提出された」とあるのは

「当該減免の事由が発生したと認められる日以後で市長がその必要に応じて定めた」とす

る。 

（減免額） 

第４条 市民税の減免額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 第２条第１号に掲げる法人 前条の規定により減免の対象となる市民税の全額 

 第２条第２号に掲げる法人 市長が必要と認める額 

 （減免申請書の添付書類） 

第５条 条例第４７条第２項の規定により減免の申請書を市長に提出しようとする法人は、

その際に、収支決算書その他の減免を受けようとする事由を証明する書類を添付しなけれ

- 55 -



ばならない。 

（減免の取消し） 

第６条 市長は、減免を受けた法人の当該減免事由が消滅した場合で他の納税義務者との均

衡を失すると認めるとき又は虚偽その他の不正の行為により減免を受けたと認めるときは、

減免の全部又は一部を取り消すものとする。 

２ 前項の規定により減免の全部又は一部を取り消された法人は、当該減免を取り消された

市民税について、条例第４６条第２項の規定による延滞金額を加算して納付しなければな

らない。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （実施期日等） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から実施し、平成２４年度以後の年度分の市民税の減

免について適用する。 

 （経過措置） 

２ 条例第４７条第１項第６号に掲げる法人で平成２３年度分の市民税の減免を受けたもの

に対する第３条第２項の適用については、同項中「法人」とあるのは「法人で平成２３年

度分の市民税の減免を受けたもの」と、「前項に規定する年度分」とあるのは「平成２４

年度分」とする。 
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